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はじめに 

 

2019 年 4 月に海洋再生可能エネルギー発電設備の整備に係る海域の利用の促進に関する法律

（再エネ海域利用法）が施行されて以降、今後、我が国において、洋上風力発電所の建設事業が

順次行われていくことになり、建設から運用までほぼ全てのフェーズにおいて、船舶の需要が生

じる。 

 

洋上風力発電所の建設から運用までのフェーズにおいて、SEP船、洋上風力作業母船（SOV）、

ケーブル施設船（CLV)、作業員輸送船（CTV）等の船が必要とされるが、現状、我が国において、

SOV、CLVなどの国内修繕・建造は行われていない。また、 SEP船は大手重工系造船所での建

造が行われているが、CTVは中小型造船所１社が国内建造したのみである。 

 

これまでは、国内で洋上風力発電所の建設事業が少なく、関係する船舶の需要が非常に少なか

ったため、実績のある欧州設計の船舶を輸入することで対応してきたが、今後の需要に対応する

ための経験が国内造船所に無い状態である。このため、CTV、SOV、CLVなどの設計建造経験が

豊富な海外造船所等のコンサルティングサービスを受けながら欧州設計の関係船舶を使っている

洋上風力発電開発事業者や国内船主などとの検討会を組成し、需要の見込まれる洋上風力発電関

係船舶についての国内修繕・建造を可能とするため、「洋上風力発電関係船舶の国内修繕・建造の

推進」事業を 2カ年計画で実施することとした。 

 

詳細は以下の各章のとおりである。 
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1 2023年度事業実施概要 

1-1 事業の目的 

（中長期：2年計画の事業） 

➢ 洋上風力発電関係船舶の国内修繕・建造の需要に対応するために、洋上風力発電関係船

舶を国内造船所が建造し、保守管理基盤を作ることで国内造船所の国際競争力強化を図

る。 

（最終的） 

➢ 洋上風力発電事業の低コスト化を図り、2050 年カーボンニュートラルの実現に寄与す

る。 

 

1-2 事業の目標 

事業参加造船所が、洋上風力発電関係船舶（SOV とCLV）の国内修繕・建造を促進するため

の情報収集と課題を明確化する。 

 

1-3 事業の内容 

2 ヶ年計画で洋上風力発電関係船舶の国内修繕・建造の需要に対応するため、1 年度目に下記

を実施する。スケジュールは下表のとおり。 

 
2023年度スケジュール 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

- 3 - 

 

2 2023年度事業活動状況 

2-1 検討会 

事業を円滑に進めるため、事業参加造船所 11社、有識者、オブザーバーからなる検討会を設置

した。検討会の座長は、浮体式洋上風力発電に造形が深く、日本のナショナルプロジェクトにも

参画している東京大学の鈴木 英之氏に依頼した。また、多角的な視点で検討するため、洋上風力

発電開発者、国内船主、欧州の洋上風力事情に精通するコンサルタントなどを委員として招聘し

た。 

 

2-2 検討会参加者名簿 

 

会社名 部署/役職 氏名

座長 東京大学
大学院工学系研究科システム創成学専攻
工学部システム創成学科　教授

鈴木　英之

1 丸紅洋上風力開発株式会社 技術統括部担当部長 前田　克弥

2 合同会社アキ・エース・オフショアー 代表 川井　浩明

3 日本郵船株式会社 工務グループグループ長 山本　　泰

4 商船三井株式会社 技術革新本部海洋技術部副部長 早嶋　逹生

5 営業技術チーム長 奥村　拓也

6 海務・技術部長（船長） 藤澤　昌弘

7 課長代理（川崎汽船株式会社船舶部課長代理） 上石　卓真

8 課長代理 岩田　亮治

9 代表取締役社長 齊藤　宏之

10 取締役工務部長 沼井　秀男

11 一般社団法人日本海事協会 事業開発本部環境・再生可能エネルギー部部長 赤星　貞夫

12 国土交通省 海事局海洋・環境政策課技術企画室長 松本　友宏

13 設計部機電設計課・主任 中村　一夫

14 設計部船体設計課（船殻） 田巻　　匠

15 設計部船体設計課（船装） 松本　晃拓

16 墨田川造船株式会社 総務部次長 髙田　和美

17 本瓦造船株式会社 工務部設計課 吉野　寿記

18 ツネイシクラフト＆ファシリティーズ株式会社 設計部生産設計グループ 西浦　猶睦

19 警固屋船渠株式会社 設計部部長 杉原　広晃

20 旭洋造船株式会社 船体設計部基本設計課 龍　　　鵬

21 株式会社臼杵造船所 設計本部船体設計部部長 竹下　恭輔

22 株式会社三井造船昭島研究所 副技術統括部長 山口　弘志

23 株式会社名村造船所 顧問 浅野　富夫

24 内海造船株式会社 新造船事業本部設計本部基本設計部長 加賀　正人

25 代表取締役社長 加藤　　勝

26 取締役資材部長 山口　晃司

27 取締役営業部長 嶋田　裕彦

一般社団法人日本舶用工業会 常務理事 市川　政文

一般財団法人日本造船技術センター 総合コンサルティング事業室次長 鈴木　直樹

一般財団法人日本造船技術センター 総合コンサルティング事業室課長 福島　寛司

Consultant working in collaboration
with the Carbon Trust

高　　清彦

Consultant working in collaboration
with the Carbon Trust

山口健一郎

ケイライン・ウィンド・サービス株式会社

東京汽船株式会社

新潟造船株式会社

オ
ブ
ザ
ー
バ
ー

コ
ン
サ
ル

Carbon Trust

　熊本ドック株式会社
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2-3 検討会概要 

今年度は以下のとおり、5回の検討会を開催し、各議題について検討した。 

 

【第 1回会合】 

日時：令和 5年 7月 5日（水）14時 00分 ～ 17時 30分 

場所：（一社）日本中小型造船工業会会議室（WEB併用） 

議題： ①北海のOffshore作業船事情（欧州の支援船事情について） 

②連絡事項/SOV に関する実態紹介 

    ③Royal IHC によるOffshore Energy SOV & C/SOV Product Presentation 

 

第 1回会合                               ③ Royal IHCプレゼン 

 

 

【第 2回会合】 

日時：令和 5年 9月 11日（月）12時 00分 ～ 15時 20分 

場所：（一社）日本中小型造船工業会会議室（WEB併用） 

議題： ①洋上風力の未来像 

②洋上風力発電への取組と造船への期待 

③Royal IHC によるCLV  Presentation 

 

③ Royal IHCプレゼン             ③ Royal IHCプレゼン 
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【第 3回会合】 

日時：令和 5年 11月 15日（水）16時 00分 ～ 18時 20分 

場所：（一社）日本中小型造船工業会会議室（WEB併用） 

議題： ①今年度の追加調査及び来年度の事業計画等について 

②Trends in Offshore Wind Support Vessels 

③Motion Control Systems for SOVs 

 

② Carbon Trustプレゼン                       ③ Hoppe Marineプレゼン 

 

 

【第 4回会合】 

日時：令和 6年 1月 25日（木）14時 00分 ～ 17時 10分 

場所：（一社）日本中小型造船工業会会議室（WEB併用） 

議題： ①連絡事項について 

②CTV Concept Design Presentation 

 

② Chartwellプレゼン                    ② Carbon Trust・Chartwell質疑応答 
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【第 5回会合】 

日時：令和 6年 3月 11日（月）13時 00分 ～ 16時 30分 

場所：（一社）日本中小型造船工業会会議室（WEB併用） 

議題： ①連絡事項について 

②SOV Concept Design Presentation 

 

第 5回会合                       ② Carbon Trust・Chartwell質疑応答 
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3 国内修繕・建造に係る課題の明確化 

欧州の洋上風力事情に精通した英国のコンサルタント「カーボントラスト（Carbon Trust）」を

招聘し、欧州の洋上風力関係船舶の市場調査、日本独自の事情などの調査を実施することで、国

内修繕・建造に係る課題の明確化を図った。 

 

3-1 欧州の洋上風力発電関係船舶概要 
洋上風力関係船舶は、洋上風力プロジェクトの建設およびその後の運用、保守（O&M）を確

保する上で重要な役割を果たしており、洋上風力発電所の建設とO&Mには多くの種類の船舶

が必要となる。 

➢ SOVは、浮体式の運用および保守拠点を提供し、最大 4週間現場で運用できる。通常、洋

上に遠く離れた大規模な洋上風力発電所で使用される。これらの船舶はさまざまなアクセ

スシステムをサポートできるだけでなく、船内に動的位置決めシステムを備えており、さ

まざまな海象において高い操作性と操縦性を持つことができる。 

➢ CLVは、洋上風力発電所のサイト内及び周囲にケーブルを敷設し接続するために使用され

る。これには、風車と変電所間及び陸地にケーブルを敷設することも含まれる。これらの

船舶には、ケーブルを連続的に積載、設置、および埋設できる 1つ以上のケーブルカルー

セルが備わっている。 

➢ CTVは、洋上風力技術者を設置港または風力発電所のO&Mベースから輸送するために使

用される。CTVは通常、海岸に近い風力発電所サイトでの輸送に使用される。CTVは、

過去数年間の洋上風力発電所の開発に伴い、収容能力を増加させるために大型化されてき

た。下図のように、第 1世代と第 2世代ではサイズの増加を示してる。第 1世代のCTV

は約 15〜20mの長さで、通常、海岸近くの小規模な風力発電所で使用され、一方、第 2世

代のCTVは約 23〜27mの長さで、海岸から遠く離れた大規模な洋上風力プロジェクトで

使用されている。 

 

 

欧州での第 1世代と第 2世代の CTV比較 
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3-2 欧州等市場調査 

2022年には 500隻以上のCTVがヨーロッパの洋上風力発電プロジェクトの契約を締結し、世

界中で 3,000隻以上のCTVが洋上風力発電プロジェクトで活動していると推定される。 

洋上風力開発の世界的な拡大に伴い、クルー輸送市場も成長しており、2006年から 2019年ま

での間、欧州の洋上風力市場における CTV の数は年平均成長率で 18％増加し、累積で約 10 億

ポンドの関連投資が行われた。この成長は、2010年以来のヨーロッパのCTVセクター内の開発

の規模を示しており、これはヨーロッパ全体での洋上風力の大幅な成長に直接関連している。ヨ

ーロッパの風力セクターでは現在、多くの運用経験があり、これが CTV の設計、開発及びその

後の運用の向上に寄与している。 

CTVと比較して、世界中の洋上風力開発をサポートするSOVは遥に隻数が少ない。Spingergie

によると、現在 32隻のSOVが運用中である。 

同様に、2021年時点で運用中とされている 28隻のCLVがあり、これらのうち 27隻の船舶が

ヨーロッパ市場で活動し、LSが運用する 1隻のみがアジアで活動している。これら 28隻の船舶

を運用する 14の異なる企業があり、Boskalis、global marine、Jan de Nul、Prysmian等、3隻

以上のCLVを運用する企業も存在する。 

現在、世界の CTV は変化の兆しを見せている。ヨーロッパ初の風力発電所の建設を支援する

ために使用された多くの古い CTV が、現在は新興市場である台湾やアイルランド、北ヨーロッ

パのバルト諸国などでの洋上風力発電の開発を支援するために再利用されており、ヨーロッパで

は、これらの古い CTV は、遠洋の洋上風力プロジェクトをより効果的にサポートできる大型モ

デルやハイブリッド船舶に置き換えられている。 

アメリカなど一部の国々では、洋上風力発電関係船舶に影響を与えるローカルコンテンツの制

限や要件がある。ジョーンズ法は、アメリカ国内の「沿岸交通」の航海はすべて、アメリカで建

造され、アメリカの国旗を掲げ、アメリカの企業が所有する船舶を使用する必要があると規定し

ており、現在は、CTV と SOV に適用されているが CLV には適用されていない。そのため、現

在アメリカで運航中のジョーンズ法に準拠したCLVは 3隻しかない。 

 

3-3 日本市場調査 

 現在、日本の洋上風力発電所は数が限られており、2022 年 12 月と 2023年 1月に国内初の商

業規模の洋上風力プロジェクトが運用を開始して以来、容量は現在 190MW である。2025 年ま

でおよびそれ以降の建設計画が 344MWに達することを考えると、計画されている全てのプロジ

ェクトを建設及び運用できるようにするためには、洋上風力関係船舶を増加させる必要がある。

しかし、現在のところ日本の CTV オペレーターは東京汽船㈱のみであり、洋上風力発電関係船

舶の運航隻数は限られている上、日本国内での建造実績も少ない。 

この状況の中、日本郵船㈱やケイライン・ウインド・サービス㈱等は日本の洋上風力発電関係船

舶船に関連するMOU を海外企業と締結し、日本の海域においてサポート船を提供し、設計・運

航する計画を発表している。このため、日本での洋上風力プロジェクトが成長して行くにあたり、

プロジェクトを下支えするためには、国内造船所での洋上風力発電関係船舶の修繕・建造が可能

となることが必要であるため、日本特有の課題等の調査を実施した。 

 

3-4 日本特有の課題抽出 

日本特有の考慮事項については以下が挙げられる。 

➢ 海岸からの距離 

現在、運用中のすべての日本の洋上風力プロジェクトは、日本本土の海岸から約 12 海里

までの領海に位置しているが、将来的にはより沖合の推進が深い水域での浮体式洋上風力

が主力となる見込みである。より沖合に位置するプロジェクトでは、より長い移動距離と
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より困難な海洋状況に対応できる船舶が必要となる。CTVは、50km以上沖合への移動を

必要としないO&M作業のために設計されているため、深い水域でのフローティング洋上

風力の開発が増加することにより、SOVなどの需要が急増することが予想される。 

➢ 気象 

日本の自然気象条件は、ヨーロッパとは大きく異なる。日本は年間を通じて、東アジアの

モンスーンに起因する風のパターンが変動する。冬には、シベリア高気圧と呼ばれる大規

模な寒冷地域の大気圧が、日本などの国々の気象パターンに影響を与え、北西風をもたら

す。夏には、太平洋高気圧が南風をもたらし、海の状態に影響を与える。このため、年間

を通じて変化する海の状態に適応できる船舶が必要とされる。また、日本には台風、地震、

津波など、海上作業に大きな影響を与える様々な極端な気象条件も存在するため、気象事

象と条件の複合効果により、船舶の運用性が低くなる恐れがある。 

➢ 地質 

日本は多様な地質構造で、日本の沿岸域は最大で 300メートルもの深さがあり、泥と砂な

どの軟らかい堆積物が特徴である。一方、沖合地域（最大で 800メートルの深さ）ではシ

ルトや粘土などの微粒子の堆積物が多いため、海底の状況は直接的に船舶の設計に影響を

与えるのではなく、風車の基礎（固定式または浮体式）の選択に影響を与えることとなる。 

 

3-5 日本特有の課題への対策 

➢ 沿岸地域での大型CTVの活用。 

➢ 50km以上沖合地域でのSOVの活用。 

➢ 天候ウィンドウを可視化するための高度な天候予測とモニタリングサービスの利用。 

➢ 人員転送用のモーション補償付きギャングウェイの使用。 

➢ 極端な気象事象による港の脆弱性の考慮。 

➢ 最適化された推進方式の検討。 
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4 海外設計会社・造船所からの情報収集及び課題解決策のとりまとめ 

日本特有の課題を解決するために海外造船所からの情報収集を実施し、CLV、SOV、CTVの設

計経験の豊富なコンサルタントを招聘してプレ概念設計を取りまとめ、検討会で確認した。 

 プレ概念設計では、欧州、東南アジア、米国市場などにおける船舶を分析し、日本の洋上風力

発電開発が初期段階であることを考慮した上で、典型的な船舶の主要目についてのパラメータ研

究を実施した。 

 

4-1 CLV 

現存するCLVの主な要素は共通して次の通りである。 

➢ 鋼製かつ単胴型 

➢ 良好な位置保持機能と低速状態での正確性・操船性を確保 

➢ ケーブル保管用に高容量のデッキカルーセルを設置 

CLVでは、一般的な船舶設計に加えて、特に以下の点を考慮した。 

➢ オペレーションの種類と船速 

➢ 洋上での人員配置（ローテーションの頻度、人員輸送方法） 

➢ 宿泊設備 

➢ 積付パターン 

➢ トリムと復原性 

➢ ケーブル保全 

 

4-2 作成した主な図面（CLV）  

➢ Concept Technical Specification 

➢ Concept Midship Section 

➢ Concept General Arrangement 

 

CLV 
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4-3 SOV  

SOVでは、以下の点を考慮した。 

➢ 鋼製かつ単胴型 

➢ ラダープロペラ付ディーゼル・エレクトリック推進 

➢ 単一故障時における良好な定点保持機能（DP2） 

➢ 船速ゼロ状態での優れた耐航性と居住性 

➢ モーション・コンペンセーション機能を有するギャングウェイ 

➢ コンテナ輸送を目途とした高性能なデッキクレーン 

➢ 開放された後部貨物甲板 

➢ 船内倉庫  

 

4-4 作成した主な図面（SOV）  

➢ Concept Technical Specification 

➢ Concept Midship Section 

➢ Concept General Arrangement 

➢ 3D Concept Perspective Sketch of Vessel 

 
SOV 
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4-3 CTV 

CTVでは、以下の点を考慮した。 

➢ アルミニウム（又は複合構造） 

➢ 比較的高速な航行（20ノット以上） 

➢ 効率的な推進システム 

➢ 優れた操船性能 

➢ 高い耐航性と居住性 

➢ 調査、潜水支援、その他作業船業務といった他の目的での使用可能性 

 

4-5 作成した主な図面（CTV）  

➢ Concept Technical Specification 

➢ Concept Midship Section 

➢ Concept General Arrangement 

 

 

CTV 
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5 その他調査等 

5-1 日欧等の洋上風力発電施設建設地域の気象海象比較調査 

 日欧等近海における洋上風力発電施設建設地域の気象海象の違いを正確に把握するための比較

調査を実施した。国内外の 7海域における風と波浪の出現頻度および月別毎日の時刻歴データを

作成して各海域の風と波浪の出現特性を把握し、洋上風力発電関係船舶の国内製造促進に資する

ことを目的としている。 

 

1) 調査対象位置 

調査対象位置は、7地点とする。各要素に関する評価地点は以下のとおりである。 

No. 海域名 緯度 経度 

1 ノルウェー北部（ボーデ沖） 67°00′N 10°00′E 

2 英国スコットランド東部（アバディーン沖） 57°30′N 01°00′E 

3 台湾西部（高雄沖） 23°00′N 119°00′E 

4 北海道西部（岩宇・南後志地区沖） 43°15′N 140°15′E 

5 愛知（田原市・豊橋市沖） 34°30′N 137°25′E 

6 秋田沖日本海 39°30′N 139°00′E 

7 銚子沖太平洋 35°42′N 141°54′E 

 

2) 解析内容 

・ 波浪推算データベースの抽出・整理：2014年 1月～2023年 12月（計 10年間） 

・ 出現頻度統計解析：2014年 1月～2023年 12月（計 10年間） 

・ 月別毎日の経時データ作成：2021年 1月～2023年 12月（計 3年間） 

 

3) 解析結果 

国内外の7海域における風況と波浪の出現頻度および月別毎日の時刻歴データを作成して各海

域の風況と波浪の出現特性を調査した。それぞれの調査結果を以下にまとめる。 

 

【出現頻度統計】（統計期間：2014年 1月～2023年 12月） 

風況に関して季節・地点別に比較した結果、全地点で冬季に激しく夏季に静穏だった。また、

数例だが、夏季・秋季の日本周辺海域で 30m/sを超える事例が見られた。 

波浪に関して季節・地点別に比較した結果、全地点で冬季に激しく夏季に静穏だった。また、

北海と比べて日本周辺海域は相対的に波高が低く、有義波高が 4m を超える割合も少ないことが

わかった。 

 

【月別毎日の経時データ作成】（統計期間：2021年 1月～2023年 12月） 

平均風速（海面上 10m）の最大値が最も高い地点は銚子沖太平洋で、冬季北海荒天時と比べて

台風時における銚子沖の風況はより厳しいことがわかった。 

有義波高の最大値が最も高い地点はノルウェー北部（ボーデ沖）で、日本の台風時と比べて冬

季北海荒天時の波浪海況はより厳しいことがわかった。 
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5-2 洋上風力発電事業の研修 

 洋上風力発電事業者や船舶オペレーターの意向が性能に大きく反映される SOV や CTV の設

計・建造を行う中小型造船所が、船舶の計画から建造までを円滑に行えるよう、洋上風力発電事

業全般に関する基礎知識を習得するための研修を実施した。 

【座学講習】 

1) 日時：令和 6年 3月 12日（火）9時 00分 ～ 17時 00分 

2) 場所：長崎海洋アカデミー（NOA）講義室、WEB併用 

3) プログラム： 

 

 

【洋上風力発電所見学】 

1) 日時：令和 6年 3月 13日（水）7時 20分 ～ 17時 30分 

2) 場所：五島オンサイト 

3) プログラム： 

 

 

 

 

 

                           洋上風力発電施設見学 
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6 ヒアリング調査 

2023 年度実施状況をふまえ、来年度の進め方等について、以下のとおりヒアリングを実施し

た。 

1) ヒアリング実施期間：2024年 2月 

2) ヒアリング対象：事業参加造船所 11社 

3) ヒアリング結果： 

➢ 事業参加造船所の関心対象 

 
 

➢ 2024年度に実施を期待する事項 

・ 配置や主要目など仕様を決める時のセオリーを知りたい。 

・ SOV はスピードを要求されていないように思えるので、復原性関連で幅をどう決め

ているのかを知りたい。 

・ どのような機材が使用されているのかを知りたい。 

・ 組立方法や設計方法を知りたい。ツールなども聞きたい。 

・ 実績を踏まえた話がしたい。 

・ 何年でクラックが発生するのかなど、不具合・使用実態を調査して分析して欲しい。 

・ 日本にはフェンダーを造れる企業がないので、海外製品を知りたい。 

・ メイドイン・ジャパンでないといつまでも欧州製になるので、日本国内版を検討して

欲しい。 

・ 部品調達等考慮すると、主要機器は国産の舶用機器を搭載する必要がある。 

・ 自社単独では設計できないので、能力のある設計者、造船所で仕様を固めて欲しい。 

・ プロトタイプ版の設計を行うと思うので、出来るだけスペックを具体化して欲しい。 

・ 顧客の要求するスペックに対して見積が作成できるよう、どのような機器が搭載さ

れ、どの程度の性能が必要とされているのか（重量、性能、電力など）、実態（性能

とコスト感）を知りたい。 

・ 洋上風力発電関係船舶の修繕がどのようなスケジュール・修繕内容になっているか、

情報収集したい。 
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おわりに  

本事業は、世界的な環境負荷低減・カーボンニュートラル及び脱炭素化に向け、再生可能エ

ネルギーの活用が期待されている中で、特に注目されている洋上風力発電に関し、 洋上風力発

電関係船舶の国内修繕・建造の需要に対応するために、洋上風力発電関係船舶を国内造船所が建

造し、保守管理基盤を作ることで国内造船所の国際競争力強化を図る。 

 

次年度は、本年度の調査・検討結果も踏まえ更なる情報収集と事業参加造船所の設計力向上

のための事業を行う。 
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